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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　不飽和カルボン酸エステル基含有化合物、水、及び、塩基性化合物を必須としてなる不
飽和カルボン酸エステル基含有化合物を含む組成物であって、
該不飽和カルボン酸エステル基含有化合物を含む組成物は、不飽和カルボン酸エステル基
含有化合物と水との質量比が４／９６～９０／１０であり、かつ不飽和カルボン酸エステ
ル基含有化合物が有する不飽和カルボン酸エステル基と塩基性化合物とのモル比が１００
／０．０１～３であり、
該不飽和カルボン酸エステル基含有化合物は、（メタ）アクリロイル基を有する水溶性化
合物であって、多価アルコール及び／又は多価アルコールの誘導体と、（メタ）アクリル
酸及び／又は（メタ）アクリル酸の誘導体とを、反応させて得られる多官能（メタ）アク
リレートである
ことを特徴とする不飽和カルボン酸エステル基含有化合物を含む組成物。
【請求項２】
　前記塩基性化合物は、強塩基と弱酸との反応により生じる塩基性化合物及び／又はアミ
ン化合物である
ことを特徴とする請求項１に記載の不飽和カルボン酸エステル基含有化合物を含む組成物
。
【請求項３】
　前記塩基性化合物は、３級アミン化合物、炭酸塩及びリン酸塩からなる群より選ばれる
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少なくとも１種である
ことを特徴とする請求項１又は２記載の不飽和カルボン酸エステル基含有化合物を含む組
成物。
【請求項４】
　前記不飽和カルボン酸エステル基含有化合物は、官能基を２個以上有する多官能性化合
物である
ことを特徴とする請求項１～３のいずれかに記載の不飽和カルボン酸エステル基含有化合
物を含む組成物。
【請求項５】
　前記不飽和カルボン酸エステル基含有化合物は、多価アルコール及び／又は多価アルコ
ールの誘導体と、（メタ）アクリル酸及び／又は（メタ）アクリル酸の誘導体とを、酸触
媒の存在下に有機溶媒中でエステル化反応させて得られる多官能（メタ）アクリレートで
ある
ことを特徴とする請求項１～４のいずれかに記載の不飽和カルボン酸エステル基含有化合
物を含む組成物。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、不飽和カルボン酸エステル基含有化合物を含む組成物に関する。より詳しくは
、多官能モノマーとして塗料、接着剤、インク等の分野において好適に用いることができ
る不飽和カルボン酸エステル基含有化合物を含む組成物に関する。
【０００２】
【従来の技術】
不飽和カルボン酸エステル基含有化合物は、熱により、また、紫外線や電子線、放射線等
の活性エネルギー線照射により、単独で又は他の重合性単量体、オリゴマー、重合体等と
容易に重合し、機械的特性、耐熱性、耐候性等に優れた皮膜等を形成することができるも
のである。このような不飽和カルボン酸エステル基含有化合物は、単官能モノマー若しく
は多官能モノマー、又は、オリゴマー、ポリマー等として使用され、反応性希釈剤又は主
たる反応性成分として有用である。一方、塗料、接着剤、インク等の分野においては、省
資源、環境保全、省エネルギー等の問題から紫外線や電子線等により硬化するものが増加
傾向にあり、硬化速度の向上や、硬化物の物性向上のために多官能モノマーが必須とされ
ている。
【０００３】
ところで、近年では、環境保全の点から有機溶剤を使用しないで、溶媒又は分散媒体とし
て水を使用することが望まれている。しかしながら、不飽和カルボン酸エステル基含有化
合物を水溶液又は水分散体として用いる場合、不飽和カルボン酸エステル基含有化合物が
加水分解してしまうことにより、熱や活性エネルギー線により硬化させるときの硬化性が
低下するという問題点があった。
【０００４】
【発明が解決しようとする課題】
本発明は、上記現状に鑑みてなされたものであり、熱や活性エネルギー線により硬化させ
るときの硬化性が充分となるように耐加水分解性が向上された不飽和カルボン酸エステル
基含有化合物を含む組成物を提供することを目的とするものである。
【０００５】
【課題を解決するための手段】
本発明者等は、不飽和カルボン酸エステル基含有化合物を含む組成物について種々検討し
た結果、水を必須としてなると環境保全の点から有利であり、また、塩基性化合物を必須
とし、不飽和カルボン酸エステル基含有化合物と水との質量比と、不飽和カルボン酸エス
テル基含有化合物が有する不飽和カルボン酸エステル基と塩基性化合物とのモル比とを特
定すると、不飽和カルボン酸エステル基含有化合物を含む組成物において溶媒又は分散媒
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体として水が使用されているにもかかわらず、不飽和カルボン酸エステル基含有化合物の
耐加水分解性が向上し、熱や活性エネルギー線により硬化させるときに不飽和カルボン酸
エステル基含有化合物が硬化速度の向上に充分に寄与することとなり、塗料、接着剤、イ
ンク等の分野において硬化速度や硬化物物性の向上と水の使用とを両立することが可能と
なることを見いだし、上記課題をみごとに解決することができることに想到した。また、
塩基性化合物として、強塩基と弱酸との反応により生じる塩基性化合物、及び／又は、ア
ミン化合物が好適である。更に、３級アミン化合物、炭酸塩及びリン酸塩からなる群より
選ばれる少なくとも１種がより好適であり、不飽和カルボン酸エステル基含有化合物の耐
加水分解性をより向上することができることを見いだした。更に、不飽和カルボン酸エス
テル基含有化合物が、水溶性の（メタ）アクリロイル基を有する化合物であると、環境保
全や基本性能の点で有利であるが、通常では加水分解しやすく、硬化速度への影響も大き
くなるが、このような化合物であっても耐加水分解性が充分に向上することを見いだし、
本発明に到達したものである。
【０００６】
すなわち本発明は、不飽和カルボン酸エステル基含有化合物、水、及び、塩基性化合物を
必須としてなる不飽和カルボン酸エステル基含有化合物を含む組成物であって、上記不飽
和カルボン酸エステル基含有化合物を含む組成物は、不飽和カルボン酸エステル基含有化
合物と水との質量比が１／９９～９９／１であり、かつ不飽和カルボン酸エステル基含有
化合物が有する不飽和カルボン酸エステル基と塩基性化合物とのモル比が１００／０．０
１～１０である不飽和カルボン酸エステル基含有化合物を含む組成物である。
以下に、本発明を詳述する。
【０００７】
本発明の不飽和カルボン酸エステル基含有化合物を含む組成物は、不飽和カルボン酸エス
テル基含有化合物、水、及び、塩基性化合物を必須としてなる。
このような組成物において、不飽和カルボン酸エステル基含有化合物及び塩基性化合物は
、それぞれ１種であってもよく、２種以上であってもよい。また、このような組成物の形
態としては、不飽和カルボン酸エステル基含有化合物や塩基性化合物等が水に溶解した水
溶液であってもよく、水中に分散されたエマルションであってもよい。
【０００８】
上記不飽和カルボン酸エステル基含有化合物を含む組成物においては、塩基性化合物によ
り不飽和カルボン酸エステル基含有化合物の加水分解が抑制され、該不飽和カルボン酸エ
ステル基含有化合物の作用効果が充分に発揮されることになる。
【０００９】
本発明で用いることができる塩基性化合物としては、特に限定されるものではないが、周
期律表Ｉａ族（アルカリ金属）、ＩＩａ族（アルカリ土類金属）の水酸化物、無機酸塩、
有機酸塩、例えば、酢酸塩、炭酸塩又はこれらの水和物、錯塩、アンモニウム塩等があり
、また、アミン化合物等も用いることができる。
【００１０】
その具体例としては、水酸化リチウム、水酸化ナトリウム、水酸化カリウム、水酸化ルビ
ジウム、水酸化セシウム、水酸化ベリリウム、水酸化マグネシウム、水酸化ストロンチウ
ム、水酸化バリウム等の水酸化物；酢酸リチウム、酢酸ナトリウム、酢酸カリウム、酢酸
マグネシウム、酢酸カルシウム等の酢酸塩；炭酸リチウム、炭酸ナトリウム、炭酸カリウ
ム等の炭酸塩；炭酸水素ナトリウム、炭酸水素カリウム等の炭酸水素塩；安息香酸リチウ
ム、安息香酸ナトリウム、安息香酸カリウム等の安息香酸塩；リン酸三ナトリウム、リン
酸三カリウム、リン酸水素二ナトリウム、リン酸水素二カリウム等のリン酸塩；トリエチ
ルアミン、トリエタノールアミン、トリイソプロパノールアミン、Ｎ－メチルジエタノー
ルアミン、Ｎ，Ｎ－ジメチルエタノールアミン等の３級アミン化合物；アニリン及びピリ
ジン等を挙げることができる。これらの塩基性化合物は、１種のみの使用でもよく、２種
以上を併用することもできる。これらの中でも、強塩基と弱酸との反応により生じる塩基
性化合物、及び／又は、アミン化合物が好ましく、更に３級アミン化合物、炭酸塩及びリ



(4) JP 4133095 B2 2008.8.13

10

20

30

40

50

ン酸塩からなる群より選ばれる少なくとも１種を特に好ましく使用することができる。
強塩基と弱酸との反応により生じる塩基性化合物としては、炭酸ナトリウム、炭酸カリウ
ム、炭酸水素ナトリウム、炭酸水素カリウム、リン酸水素二ナトリウム、リン酸水素二カ
リウムが好適である。またアミン化合物としては、トリエタノールアミン、トリイソプロ
パノールアミン、Ｎ－メチルジエタノールアミン、Ｎ，Ｎ－ジメチルエタノールアミンが
好適である。
【００１１】
本発明の不飽和カルボン酸エステル基含有化合物を含む組成物は、不飽和カルボン酸エス
テル基含有化合物と水との質量比（不飽和カルボン酸エステル基含有化合物の質量／水の
質量）が１／９９～９９／１である。より好ましくは、水に対する不飽和カルボン酸エス
テル基含有化合物の質量比（不飽和カルボン酸エステル基含有化合物の質量／水の質量）
が３／９７以上であり、また、９５／５以下である。更に好ましくは、４／９６以上であ
り、また、９０／１０以下である。
【００１２】
本発明の不飽和カルボン酸エステル基含有化合物を含む組成物においてはまた、不飽和カ
ルボン酸エステル基含有化合物、水及び塩基性化合物の合計量が、組成物１００質量％中
、５０質量％以上であることが好ましい。また、より好ましくは、７０質量％以上である
。
【００１３】
本発明の不飽和カルボン酸エステル基含有化合物を含む組成物においては、上記不飽和カ
ルボン酸エステル基含有化合物が有する不飽和カルボン酸エステル基と塩基性化合物との
モル比が１００／０．０１～１０である。すなわち組成物中の塩基性化合物に対する不飽
和カルボン酸エステル基のモル比（不飽和カルボン酸エステル基含有化合物が有する不飽
和カルボン酸エステル基のモル数／塩基性化合物のモル数）が１００／０．０１～１００
／１０である。塩基性化合物に対する不飽和カルボン酸エステル基のモル比は、好ましく
は、１００／０．０５以上であり、また、１００／５以下である。より好ましくは、１０
０／０．１以上であり、また、１００／３以下である。
【００１４】
本発明における不飽和カルボン酸エステル基含有化合物としては、不飽和カルボン酸とア
ルコールとの反応により形成される不飽和カルボン酸エステルの構造を有する化合物であ
ればよいが、このような反応により形成される化合物に限定されるものではない。このよ
うな化合物としては、（メタ）アクリロイル基を有する化合物（（メタ）アクリロイル基
含有化合物）、マレイン酸ジエステル、マレイン酸モノエステル、フマル酸ジエステル、
フマル酸モノエステル等があるが、これらの中で特に（メタ）アクリロイル基含有化合物
が好ましく、また、本発明の作用効果を充分に発揮することができることから、水溶性の
化合物であることが好ましい。すなわち本発明における不飽和カルボン酸エステル基含有
化合物としては、水溶性の（メタ）アクリロイル基を有する化合物（水溶性（メタ）アク
リロイル基含有化合物）であることが好ましい。なお、本明細書中、水溶性とは、水に１
０質量％以上可溶であることを意味する。
【００１５】
また本発明の不飽和カルボン酸エステル基含有化合物を含む組成物を塗料、接着剤、イン
ク等の用途において熱や活性エネルギー線により硬化させるときに硬化速度や硬化物物性
を向上させるために用いる場合には、不飽和カルボン酸エステル基含有化合物が、（メタ
）アクリロイル基等の官能基を２個以上有する多官能性化合物であることが好ましい。（
メタ）アクリロイル基以外の官能基としては、ビニルエーテル基、Ｎ－ビニル基、スチレ
ン、アリル基、エポキシ基、オキセタン基、マレイン酸エステル、フマル酸エステル、ア
クリルアミド、プロペニルエーテル等が好適であり、これらの１種を有していてもよく、
２種以上を有していてもよい。
【００１６】
上記水溶性（メタ）アクリロイル基含有化合物としては、多価アルコールと，（メタ）ア
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クリル酸及び／又は（メタ）アクリル酸の誘導体とを、酸触媒の存在下に有機溶媒中でエ
ステル化反応させて得られる多官能（メタ）アクリレートが好適である。このような製造
方法により製造された不飽和カルボン酸エステル基含有化合物を含む組成物は、本発明の
好ましい形態の１つである。
【００１７】
上記多価アルコールとしては、２個以上の水酸基を有する化合物であればよく、例えば、
２価アルコールとしては、（ポリ）エチレングリコール、（ポリ）プロピレングリコール
、（ポリ）ブチレングリコール及びそれらの共重合体、水素化ビスフェノールＡ、ネオペ
ンチルグリコール、シクロヘキサンジオール、及び、これらの誘導体等が使用できる。ま
た更に、硬化性や硬化物物性を向上させるためには、ペンタエリスリトール、ジペンタエ
リスリトール、トリメチロールプロパン、グリセリン、ポリグリセリンや、ソルビトール
、ラクトース等の糖類及びこれらの誘導体等の３個以上の水酸基を有する多価アルコール
が好適である。多価アルコールの誘導体としては、多価アルコールにエチレンオキサイド
やプロピレンオキサイド等のアルキレンオキサイドを付加させた化合物が好適である。こ
れらは単独で用いてもよく、２種以上を併用してもよい。
【００１８】
上記（メタ）アクリル酸の誘導体としては、（メタ）アクリル酸低級アルキルエステル等
の多価アルコールとエステル交換反応が容易な（メタ）アクリル酸エステル類、（メタ）
アクリル酸ダイマー、（メタ）アクリル酸オリゴマーが好適である。これらは単独で用い
てもよく、２種以上を併用してもよい。
【００１９】
上記多価アルコール及び（メタ）アクリル酸及び／又は（メタ）アクリル酸の誘導体の使
用量としては、多価アルコールの水酸基１当量に対して（メタ）アクリル酸及び／又は（
メタ）アクリル酸の誘導体を通常１～２倍当量程度とすることが好ましい。１倍当量未満
であると、エステル化反応時間が長くなり、また得られる多官能（メタ）アクリレート中
の残留触媒量が増大する他、高分子量物等の副生成物が増大するおそれがある。２倍当量
を超えると、過剰の（メタ）アクリル酸を使用することとなり経済的に不利となるおそれ
や、反応生成物から未反応（メタ）アクリル酸やその誘導体を除去する困難性が増大する
おそれがある。より好ましくは１．１～１．５倍当量である。
【００２０】
上記エステル化反応に用いる酸触媒としては、従来公知の各種のものを用いることができ
、硫酸、メタンスルホン酸、ｐ－トルエンスルホン酸が好適である。触媒の使用量として
は、エステル化反応の時間及び温度等により適宜設定することになるが、通常は多価アル
コール並びに（メタ）アクリル酸及び／又は（メタ）アクリル酸の誘導体の合計１００質
量部に対して０．１質量部以上とすることが好ましく、また、１０質量部以下とすること
が好ましい。より好ましくは、１質量部以上であり、また、７質量部以下である。
【００２１】
上記有機溶媒としては、ヘキサン、シクロヘキサン、ベンゼン、トルエン、キシレン等の
各種の不活性溶媒が好適であり、１種又は２種以上を組み合わせて用いることができる。
これら有機溶媒の使用により、エステル化反応時に生成する水の系外への除去が容易にな
り反応時間を短縮することができる。
【００２２】
上記エステル化反応の反応条件としては、反応温度は、通常５０～１３０℃とすることが
好ましく、より好ましくは８０～１２０℃である。また、反応時間としては、得られる多
官能（メタ）アクリレートが高エステル化物となることから、５～１５時間とすることが
好ましい。
【００２３】
上記エステル化反応においては、（メタ）アクリル酸の重合を防止するため重合防止剤を
使用してもよく、微量の酸素又は空気を反応液中にバブリングしてもよい。重合防止剤と
しては、ハイドロキノン等のキノン類；２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェノール等のア
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ルキルフェノール類；フェノチアジン；４－ヒドロキシ－２，２，６，６－テトラメチル
ピペリジン－Ｎ－オキシル等のＮ－オキシル類が好適である。
【００２４】
上記エステル化反応により多官能（メタ）アクリレートを主成分とする反応生成物が得ら
れるが、該エステル化反応生成物は不純物として未反応原料、エステル化に用いた酸触媒
やその誘導体を含有しているため、未反応原料及び残留触媒の除去工程、すなわち反応生
成物の精製工程を行うことが好ましい。
【００２５】
上記精製工程としては、中和処理を行う中和処理工程を含むことが好ましい。中和処理工
程では、反応生成物に塩基性物質を添加して、未反応原料である残存アクリル酸やその誘
導体、酸触媒を中和することになる。塩基性物質としては、アルカリ金属水酸化物、アル
カリ土類金属水酸化物、アルカリ金属炭酸塩、アルカリ金属炭酸水素塩、アルカリ土類金
属炭酸塩が好適である。これらの中でも、副反応が少なく、取り扱いが容易なことから、
アルカリ金属水酸化物が好適であり、水酸化ナトリウム等が好適である。塩基性物質は、
水溶液として添加されるが、水溶液の濃度としては、通常は１～３０質量％とすることが
好ましく、３０質量％を超える水溶液を用いると、得られた多官能（メタ）アクリレート
が加水分解されて収率が低下するおそれがある。より好ましくは、１０～２０質量％であ
る。塩基性物質の使用量としては、得られた反応生成物中のアクリル酸やその誘導体及び
酸触媒を完全に中和できる量であればよく、これらアクリル酸等の残存量（酸価により決
定）により適宜設定すればよいが、一般的には反応生成物の酸価に対し、通常１０％程度
過剰量までの塩基性物質の水溶液を使用すればよい。
【００２６】
上記中和処理工程において、中和処理されたアクリル酸やその誘導体等のアルカリ金属塩
は、多官能（メタ）アクリレートを含む有機層から水抽出されることになる。ここで、中
和廃水は除去しておくことが好ましい。なお、中和処理は、エステル化反応に使用しうる
有機溶媒を更に加えて行ってもよい。
【００２７】
本発明の不飽和カルボン酸エステル基含有化合物を含む組成物は、上述した必須成分以外
の成分として、光重合開始剤、顔料や染料等の着色剤、顔料等の分散安定剤、無機充填剤
、導電性付与剤、紫外線吸収剤、酸化防止剤、乾燥防止剤、浸透剤、ｐＨ調整剤、金属封
鎖剤、防菌防カビ剤、界面活性剤、可塑剤、有機溶剤、消泡剤等を１種又は２種以上含ん
でいてもよい。
本発明の不飽和カルボン酸エステル基含有化合物を含む組成物の製造方法としては、組成
物中に不飽和カルボン酸エステル基含有化合物、水及び塩基性化合物が含まれることにな
る限り特に限定されず、これらの成分の所定量及び必要に応じて用いられるその他の成分
を混合することにより行うことができる。
【００２８】
本発明の不飽和カルボン酸エステル基含有化合物を含む組成物は、不飽和カルボン酸エス
テル基濃度が０．７８ｍｏｌ／ｋｇとなるように調整した該組成物を５０℃で７日間静置
した後の該組成物の酸価上昇が、２．５ｍｇＫＯＨ／ｇ以下であることが好ましく、この
ような組成物は本発明の好ましい形態の１つである。２．５ｍｇＫＯＨ／ｇを超えると、
耐加水分解性が充分ではなくなり、組成物を各種用途に用いることができなくなるおそれ
がある。より好ましくは、５０℃で７日間静置した後の該組成物の酸価上昇が、２ｍｇＫ
ＯＨ／ｇ以下であることであり、更に好ましくは、１．５ｍｇＫＯＨ／ｇ以下であること
である。
【００２９】
本発明の不飽和カルボン酸エステル基含有化合物を含む組成物は、水が溶媒として使用さ
れていることから、環境保全の点で優れ、また、耐加水分解性が向上されたものであるこ
とから、熱や活性エネルギー線により硬化させるときに硬化速度や硬化物物性を充分に向
上させることが可能である点で優れたものであり、塗料、接着剤、インク等の分野におい
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て有用であり、反応性希釈剤等や主たる反応性成分として好適に用いることができるもの
である。
【００３０】
【実施例】
以下に実施例を揚げて本発明を更に詳細に説明するが、本発明はこれらの実施例のみに限
定されるものではない。なお、特に断りのない限り、「部」は、「質量部」を意味するも
のとする。
【００３１】
〔合成例１〕
攪拌機、ガス導入管、Ｄｅａｎ－Ｓｔａｒｋ型油水分離器及び温度計を備えたフラスコに
、ＰＥＧ４００（分子量４００のポリエチレングリコール）４００部、アクリル酸２８８
部、パラトルエンスルホン酸・１水和物６．８８部、フェノチアジン０．１４部、トルエ
ン１３８部を仕込み、空気を吹き込みながら１２０℃に加熱した。還流温度が１２０℃に
なるように適宜トルエンを追加しながら脱水縮合によるエステル化を進行させた。反応終
了後、過剰のアクリル酸を減圧にて除去し、更に陰イオン交換樹脂（オルガノ社製、商品
名「アンバーライト　ＩＲＡ９６ＳＢ－ＡＧ」）を適量加えて残留しているアクリル酸と
パラトルエンスルホン酸・１水和物を取り除いた。固形物をろ過した後、トルエンを７０
℃、１．３３×１０～４．００×１０ｋＰａで除去し、アクリル酸エステル（ＰＥＧ４０
０－２Ａ）を得た。
【００３２】
〔合成例２〕
攪拌機、ガス導入管、Ｄｅａｎ－Ｓｔａｒｋ型油水分離器及び温度計を備えたフラスコに
、ＰＥＧ６００（分子量６００のポリエチレングリコール）１モルにプロピレンオキシド
４モル付加したもの８３２部、アクリル酸２８８部、パラトルエンスルホン酸・１水和物
１１．２部、フェノチアジン０．２２部、トルエン２２４部を仕込み、空気を吹き込みな
がら１２０℃に加熱した。以下合成例１と同様の操作を行い、アクリル酸エステル（ＰＥ
Ｇ６００－４ＰＯ－２Ａ）を得た。
【００３３】
〔合成例３〕
攪拌機、ガス導入管、Ｄｅａｎ－Ｓｔａｒｋ型油水分離器及び温度計を備えたフラスコに
、グリセリン１モルにエチレンオキシド１５モル付加したもの７２２部、アクリル酸４３
２部、パラトルエンスルホン酸・１水和物１１．５部、フェノチアジン０．２３部、トル
エン２３１部を仕込み、空気を吹き込みながら１２０℃に加熱した。以下合成例１と同様
の操作を行い、アクリル酸エステル（ＧＬＹ－１５ＥＯ－３Ａ）を得た。
【００３４】
〔合成例４〕
攪拌機、ガス導入管、Ｄｅａｎ－Ｓｔａｒｋ型油水分離器及び温度計を備えたフラスコに
、ポリグリセリン（阪本薬品社製、商品名「ポリグリセリン＃７５０」）１モルにエチレ
ンオキシド１００モル付加したもの５１５０部、アクリル酸１４４０部、パラトルエンス
ルホン酸・１水和物６５．９部、フェノチアジン１．３２部、トルエン１３１８部を仕込
み、空気を吹き込みながら１２０℃に加熱した。以下合成例１と同様の操作を行い、アク
リル酸エステル（ＰＧＬＹ－１００ＥＯ－１０Ａ）を得た。
【００３５】
〔合成例５〕
攪拌機、ガス導入管、Ｄｅａｎ－Ｓｔａｒｋ型油水分離器及び温度計を備えたフラスコに
、Ｄ（－）－ソルビトール１モルにエチレンオキシド６０モル付加したもの２８２２部、
アクリル酸８６４部、パラトルエンスルホン酸・１水和物３６．９部、フェノチアジン０
．７４部、トルエン７３７部を仕込み、空気を吹き込みながら１２０℃に加熱した。以下
合成例１と同様の操作を行い、アクリル酸エステル（ＳＯＲ－６０ＥＯ－６Ａ）を得た。
【００３６】
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〔合成例６〕
攪拌機、ガス導入管、コンデンサー及び温度計を備えたフラスコに、ＰＥＧ６００（分子
量６００のポリエチレングリコール）１モルにプロピレンオキシド４モル付加したもの８
３２部、アクリル酸エチル４００部、パラトルエンスルホン酸・１水和物１２．３部、フ
ェノチアジン０．２５部を仕込み、空気を吹き込みながら１２０℃に加熱した。コンデン
サーの温度を９０℃に調節し、生成したエタノールを留去してエステル交換反応を行った
。反応終了後、陰イオン交換樹脂（オルガノ社製、商品名「アンバーライト　ＩＲＡ９６
ＳＢ－ＡＧ」）を適量加えて残留しているパラトルエンスルホン酸・１水和物を取り除い
た。固形物をろ過した後、過剰のアクリル酸エチルを減圧にて除去し、アクリル酸エステ
ル（ＰＥＧ６００－４ＰＯ－２ＡＥ）を得た。
【００３７】
〔合成例７〕
攪拌機、ガス導入管、コンデンサー及び温度計を備えたフラスコに、ＰＥＧ４００ジグリ
シジルエーテル５１４部、アクリル酸１４８部、トリエチルベンジルアンモニウムクロリ
ド２．０部、メトキノン０．３３部を仕込み、空気を吹き込みながら１１０℃に加熱して
酸価が１０以下になるまでエステル化反応を行った。反応終了後、陰イオン交換樹脂（オ
ルガノ社製、商品名「アンバーライト　ＩＲＡ９６ＳＢ－ＡＧ」）を適量加えて残留して
いるアクリル酸を除去し、固形物をろ過してエポキシアクリレート（ＰＥＧ４００ＤＧＥ
－２Ａ）を得た。
【００３８】
〔実施例１～２１、比較例１～７〕
上記の合成例に従って合成されたアクリル酸エステル及びエポキシアクリレート、水、光
重合開始剤としてのイルガキュアー２９５９（商品名、チバ・スペシャリティー・ケミカ
ルズ社製）を表１～４に示す割合にて混合し、下記に示す各種試験を行った。それらの試
験結果を表１～４にまとめて示す。
【００３９】
＜加水分解性試験＞
表１～４に示す配合で調合した組成物の酸価を、配合直後に電位差滴定装置（滴定液：０
．１規定水酸化ナトリウム）にて測定した後、それらの組成物を密封容器に入れて５０℃
の恒温器に７日間保管し、再び酸価を測定した。このようにして測定された配合直後と５
０℃７日後の酸価の差を加水分解の度合いの指標とした。
【００４０】
＜硬化性試験＞
表１～４に示す組成物を密封容器に入れて５０℃の恒温器に７日間保管した後、ガラス板
上に２００μｍの厚みで塗布した。これを１００℃の熱風乾燥機内で１時間乾燥させ、Ｕ
Ｖ照射装置（ウシオ電機社製、商品名「ＰＭ２５Ｃ－１００」、２５０Ｗ超高圧水銀灯、
主波長３６５ｎｍ）にてＵＶを照射し、１００ｍＪ／ｃｍ2ごとに表面硬化性を指触で評
価した。
○：タックフリー　△：指紋がつく　×：べたつく
【００４１】
＜硬化物の耐水性試験＞
表１～４に示す組成物を密封容器に入れて５０℃の恒温器に７日間保管した後、ガラス板
上に２００μｍの厚みで塗布した。これを１００℃の熱風乾燥機内で１時間乾燥させ、Ｕ
Ｖ照射装置（ウシオ電機社製、商品名「ＰＭ２５Ｃ－１００」、２５０Ｗ超高圧水銀灯、
主波長３６５ｎｍ）を用いて４Ｊ／ｃｍ2のエネルギーで硬化させた。得られた塗膜を２
５℃のイオン交換水に１０分間浸漬した後の硬化塗膜の状態を目視で評価した。
〇：変化なし　△：膨潤　×：溶解
【００４２】
【表１】
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【００４３】
【表２】
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【００４４】
【表３】
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【００４５】
【表４】
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【００４６】
【発明の効果】
本発明の不飽和カルボン酸エステル基含有化合物を含む組成物は、上述の構成からなり、
水が溶媒として使用され、かつ耐加水分解性が向上されたものであることから、環境保全
の点と硬化速度及び硬化物物性の向上とにおいて有利であり、塗料、接着剤、インク等の
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分野における反応性希釈剤や主たる反応性成分として好適に用いることができるものであ
る。
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